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1 ．はじめに
　食物アレルギーとは、「食物によって引き起こされる
抗原特異的な免疫学的機序を介して生体にとって不利益
な症状が惹起される現象」と定義されている 1 ）。経口摂
取のみではなく、接触や吸入による食物抗原への曝露に
よって引き起こされる症状も含まれる。その症状は、皮
膚・粘膜や消化器等の症状にとどまらず、アナフィラキ
シーショックなど生命を脅かすほどの症状を引き起こす
こともある。近年は全年齢層での増加がみられ、かつ重
症例も増加し、子どもだけでなく成人での新規発症例も
多くなっている。わが国の有症率は、乳児（ 0 歳）が約
10%、 3 歳児が約 5 %、保育所児では5.1％、学童以降が
1.3～4.5％と推定されている 2 ）。最新の即時型食物アレル
ギーによる健康被害に関する実態調査報告によると、食
後 1 時間以内に食物アレルギー症状が出て医療機関を受
診した対象者4,851名の年齢構成は、 0 歳が31.5％、 1 ～
2 歳が28.1％、 3 ～ 6 歳が20.9％、 7 ～17歳が14.7％、18
歳以上が4.7％で、 6 歳までが80.5％を占めている 3 ）。
　食物アレルギーへの対応策としては、2008年 3 月に

（財）日本学校保健会が文部科学省監修の下に、「学校の
アレルギー疾患に対する取組ガイドライン」を発表した
のが最初で、最新版として2019年改訂版が発行されてい
る。また、2008年12月には（社）日本栄養士会から厚生
労働科学研究事業による「食物アレルギーの栄養指導の
手引き2008」が発行されている。その後、2012年12月の
学校給食による死亡事故等を受けて、2015年 3 月には文
部科学省より「学校給食における食物アレルギー対応指
針」が提示され、各自治体で対応マニュアルが作成され、
現在に至っている。最近では、国立研究開発法人　日本医
療研究開発機構による「食物アレルギーの診療の手引き」
2 ）とともに、厚生労働科学研究班による「食物アレル
ギーの栄養食事指導の手引き2017」が、2019年 4 月には

「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」（厚生労
働省）が、公表されている。
　食物アレルギーの原因食物としては、鶏卵・牛乳・小
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麦が代表的であるが、表示対象品目は、現在、法令によ
り表示義務がある「特定原材料」が 7 品目、表示が推奨
されている「特定原材料に準ずるもの」が21品目となっ
ている（表 1 ）。食物アレルギーの原因食物として、最近
はナッツ（木の実）類の増加が著しく8.2％を占め、小麦
に次ぎ第 4 位となっている。さらに、ナッツ類の内訳を
みると、くるみが62.9％、カシューナッツが20.6％、アー
モンドが5.3％を占めている 3 ）。このような実態を受け
て、アーモンドは2019年 9 月に「特定原材料に準ずるも
の」に追加された。なお、くるみは表示義務が必要な「特
定原材料」とすることが現在検討されている。
　以上のように、食物アレルギーを取り巻く社会状況は、
この十数年で大きく変化している。新潟での「アレル
ギー大学」開催から本年度で10年目を迎えるにあたり、
当初から関わってきた一人として本活動を紹介し、今ま
での振り返りと今後のあり方を考える機会としたい。

2 ．「アレルギー大学」事業の特徴と背景
　「アレルギー大学」とは、名古屋市を拠点とする認定特
定非営利活動（NPO）法人　アレルギー支援ネットワー
クが主催している「食物アレルギー」を体系的に学ぶ全
国唯一の講座 4 ）である。2019年度（第14期）は、全国 8
府県（愛知、静岡、三重、岐阜、千葉、新潟、京都、沖
縄）で開催された。
　本講座の特徴として、①　段階的に食物アレルギーが
わかる体系的なカリキュラム、②　異分野の専門職、患
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者・家族の体験や意見に直接触れることができる講義・
実習、すなわち「活きた学びと実践」の場、③　基礎およ
びベーシックプログラムを受講後、初級　⇒　中級　⇒　上
級の順に受講してレベルアップしていく内容（図 1 ）、の
3 点を掲げている。主な対象者としては、保育園・幼稚
園・小中学校・保健所・病院・食品メーカー・外食産業・
地域などで食物アレルギー対応食（給食）の献立・調理、
栄養・保健看護指導、アレルギー対応商品の食品開発に
携わっている（携わろうとしている）人、そして食物ア
レルギー患者やその家族等を挙げている。
　本事業の背景は、次のとおりである。今から十数年前
は食物アレルギーに関して科学的エビデンスに基づいた
確かな情報がわかりにくく、患者・家族が孤立しがちで
あった。知識・情報不足のために、家庭や保育園・学校
等で子どもの食物アレルギーによる事故が起きたり、適
切なケアによって改善するはずの症状が改善しなかった
りするなど、食物アレルギーを持つ子どもとその家族の
日常生活には大変な苦労が伴った。また、必要のない除
去食を続けている場合も少なくなかった。このような課
題に取組むために、アレルギー支援ネットワークは子ど
もに係わる専門職の人々を主な対象者として食物アレル
ギーに関する確かな知識と最新情報を提供することを目
的とし、2006年より週末を中心とした数回から十数回の
連続講座を開始し、現在に至っている。

3 ．新潟における「アレルギー大学」の開催
3 - 1 ．開催までの経緯
　2010年 5 月24日、アレルギー支援ネットワークの理事・
事務局長（役職名は当時、以下同じ）の中西里映子氏が、
植木准教授の紹介により新潟県立大学を訪れ、2011年度
から新潟でのアレルギー大学開催に向けて、その事業内
容の説明と協力要請がなされた。その際に、斎藤（裕）
教授、沼野准教授、渡邊の 3 名が面談して、新潟県立大
学人間生活学部は子ども学科と健康栄養学科からなるこ
とをふまえて前向きに検討することとなり、窓口として
渡邊が対応することとなった。同年 7 月16日、新潟の食
物アレルギーを持つ子どもの保護者が集うサークル「わ
んぱくアトピッ子クラブ」の成田氏と種子氏、食物アレ
ルギー対応食品の開発等も行っている（有）エコライス
新潟の豊永氏他 1 名の計 4 名が来学し、2011年度アレル
ギー大学の新潟での開催を強力に推進するよう要望され
た。同時に、そのための協力を惜しまないという心強い
申し出も添えられた。この時は、大学としてどのような
形で開催協力が可能かを検討するために、島崎教授（地
域連携センター長）と渡邊が対応した。その後、同年11
月15日に、アレルギー支援ネットワークの理事　故栗木成

治氏、成田氏、種子氏、ならびに豊永氏他、 5 名が来学
されて、斎藤（裕）教授、沼野准教授、渡邊の 3 名と協
議した結果、2011年度（第 6 期）から新潟で基礎・初級
講座（ 6 講義と 2 調理実習）を開催することが決定され
た。
　このような経緯から、2011年 2 月末をめどに、講師の
選定・許諾、開催日程調整、会場確保、そして新潟県・
新潟市をはじめとする公的機関や、新潟県保育士会や新
潟県栄養士会等の各種団体への後援依頼等の具体的な作
業が開始された。新潟県立大学は、共催で協力すること
が決まった。

3 - 2 ．2011年度（第 6 期）～　2019年度（第14期）に実
施された講座の概要
　表 2 に、各年度の開講月日、講座名、会場、延べ受講
者数、修了者数（受講者）、受講者の職種内訳、資料代等
について示した。2011年度（第 6 期）は、基礎・初級講
座に加えて開講記念公開講座と特別講座が10～12月の週
末 8 日間にわたって実施された。2012・2013年度（第 7・
8 期）は、基礎・初級講座のみで 6 日間で実施された。
受講は関心がある講座のみでも可能であるが、 6 日間で
10単位を受講することが修了の必須条件となる。受講者
は仕事や家事を調整しながらの受講であるため、2012年
度（第 7 期）の修了者はわずか 3 名で、 1 単位不足の受
講者が 4 名もいた。この年の反省会では、次年度の開催
日程について、アンケートに記された受講者の日程に関
する要望もふまえて議論が交わされた。 3 年目の2013年
度（第 8 期）は、口コミで少しずつ「アレルギー大学」
の開催が広まったことや、前述した東京都調布市立小学
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校で起きた給食による死亡事故（チヂミに入っていた
チーズが原因で、アナフィラキシーショックを起こした）
の記憶が生々しい時期であったので、受講者が増加した
ことが考えられる。
　2014年度（第 9 期）からは、当時、教育・保育現場で
は食物アレルギーの子どもへの対応が迫られていたの
で、教育・保育現場を目指す学生に正しい知識を習得し
てもらうことを目的に、 1 日集中講座として「ベーシッ
クプログラム」が開講された。なお、受講対象者は学生
に限らず一般も含め、本修了者はアレルギー大学の基礎
講座（医学－基礎、食品学の基礎）修了とみなし、初級
講座からの受講を認めることになり、その有効期限は受
講した次年より 3 年以内とされた。この開講形式で2016
年度（第11期）まで同内容で実施され、全日程で 5 日間
となった。表 3 には2016年度（第11期）の基礎・初級講
座の概要を示した。ベーシックプログラム開催会場とし
て、新潟大学教育学部大講義室を借用することになった
理由の一つとして、小中学校教員や養護教諭を目指す学
生の受講を促すことがあった。また、新潟大学教育学部
の高木教授の協力も大きかった。2018年度（第13期）か
らは、山口准教授の協力も得てきた。
　2017年度（第12期）は、2011年度（第 6 期）からの基
礎・初級講座の修了生からの「新潟で、中級講座が受講
できる機会を是非設けて欲しい」という要望により、基
礎・初級講座を止めて、中級講座を開講することになっ
た。講座内容は、表 4 のとおりである。しかし、要望が
多かったにもかかわらず、小学校は夏季休暇中というよ

うな日程のためか、受講者数は伸びなかった。ただし、
10名の修了者の満足度は非常に高かった。
　2018年度（第13期）・2019年度（第14期）は、アレル
ギー支援ネットワークの諸事情等により、ベーシックプ
ログラムのみの開講となった。受講修了者は、学生と一
般（社会人）がほぼ同数であった。
　なお、表 2 には記さなかったが、受講者の居住地は、
新潟県内の市町村はもとより、県外（秋田県、福島県、
埼玉県、群馬県）もみられた。ベーシックプログラム講
座受講の様子や、基礎・初級や中級講座の調理実習の様
子を図 2 に、ベーシックプログラムの案内チラシを図 3
に示した。

4 ．「アレルギー大学　in　新潟」の実施成果
4 - 1 ．修了者の感想
（ 1 ）ベーシックプログラム
　表 5 に本プログラム修了者の意見・感想を、学生と一
般（社会人）に分けて抜粋した。ベーシックプログラム
に参加した学生の内訳（学部・学科等）は、2014年度（第
9 期）～ 2019年度（第14期）の 6 年間の講座実績を概観
すると、教職課程系が約40％、管理栄養士・栄養士養成
課程系が約40％、幼児教育課程系が約15％、その他が約
5 ％であった。資料代（テキスト等も含む）を支払って
の 1 日集中講座であり、講義のスピードが速すぎるとい
う意見等もみられたけれども、おおむね「受講して良かっ
た」と、学生、一般（社会人）ともに満足度は高かった。



― 22 ―

（ 2 ）基礎・初級および中級講座
　2011年度（第 6 期）～ 2016年度（第11期）までの基
礎・初級講座の受講者は、現場で食物アレルギーを持つ
子どもへの対応で具体的な課題を解決するために参加し
ている管理栄養士・栄養士、給食調理員、保育士等が多
く、保護者支援を含めて実践的な内容への期待が大き
かった。体系だった講義・実習で理解が深まり、知識の
確認や整理ができ、さらに受講者間での意見交換が有意
義だったという感想が多くみられた。また、新潟での中
級講座開催への要望も多かった。
　2017年度（第12期）に開催された中級講座の受講者の
感想として、食物アレルギーの臨床学的知識が増したこ
と、ヒヤリハットの具体的事例の紹介、他職種とのデス
カッション、代替食として米粉を用いたレシピの実習等、
満足度の高い充実した内容であったというコメントが多
かった。米粉を用いたレシピの一部は、2018年刊行のア
レルギー大学テキスト 5 ）に掲載されている。

4 - 2 .　新潟で開講した効果
　ベーシックプログラムの修了者は、2014年度（第 9 期）
～2019年度（第14期）の 6 年間で453名、そのうち学生は
267名（59％）であった。2011年度（第 6 期）～ 2016年
度（第11期）の基礎・初級講座の修了者は71名、2017年度

（第12期）の中級講座修了者は10名であった。
　 9 年にわたる新潟でのアレルギー大学における本修了
者数をどのように評価するかは、関係者それぞれの立場
で異なるであろうが、新潟で食物アレルギーに関する体
系的な学びの機会を継続的に提供してきた意義は大きい
と考えている。

5.　課題
①　広報：「アレルギー大学」の各講座の案内チラシは、
新潟県内の管理栄養士・栄養士、幼稚園教諭・保育士を
養成する大学・短期大学・専門学校、並びに新潟県栄養
士会、新潟県保育士会、新潟県保育士連盟や主な市町村
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窓口などに広く配布してきたが、単に案内チラシを置い
てもらうだけでは受講につながらず、学生に対しては教
員の声かけが効果的であった。案内チラシ配布数は毎年
約5,000枚であったものの、広報時期が早すぎても当日の
欠席につながるなど、配布時期や配布方法等について広
報のあり方を再考する必要がある。最重要課題である。
②　開講日程：ベーシックプログラムは、主に学生を対
象者としているので、学生たちが参加しやすい時期を選
択ということで、表 3 の実施時期のとおり 6 ・ 7 月また
は11月初旬に開講してきた。しかし、教職課程系、管理
栄養士・栄養士養成課程系、幼児教育課程系、いずれも
教育実習や臨地実習が多く、かつその時期が各大学・学
校により異なるうえ、講師の予定も勘案しなければなら
ず、これまでの形式で開講するばあい、日程の調整は今
後も続く課題である。
③　資料代：アレルギー支援ネットワーク事務局が拠点
とする名古屋市（愛知県）と新潟市（新潟県）では、地
域格差からか、国・公立大学と私立大学に在籍する学生
の経済環境によるのか、学生からは資料代を見て受講に
つながらなかったという声もあった。
④　講座の講師および運営ボランティアの確保：最初の
2011年度（第 6 期）から2019年度（第14期）まで、継続
して本講座に講師および運営ボランティアとして尽力さ
れた方々もいれば、諸事情のためやむなく離れざるを得
なかった方々もいる。開講形式にもよるが、これからの
新潟の人材確保が必要である。

6.　おわりに
　2020年度（第15期）アレルギー大学は、新型コロナウィ
ルス感染症（COVID-19）の収束が見通せない現況を鑑
み、当初予定していたプログラムを本年度は全て中止す
ることが 5 月初旬に決定された。しかしながら、アレル
ギー疾患基本対策法（2015年12月施行）後に策定された
基本指針においても指摘されているように、食物アレル
ギー対策への社会のニーズはますます増大しているた
め、アレルギー支援ネットワークではオンデマンド形式
によるアレルギー大学インターネット講座を開講するこ
とになり、新潟での広報を検討中である。アレルギー支
援ネットワーク事務局の話では、次年度（第16期）も本
年度（第15期）と同様の開講形式を予定しているとのこ
とである。
　コロナ禍を契機に、昨年度までのような対面形式の講
座とインターネット講座、それぞれの利点と欠点を十分
に勘案して、新しい形式により全講座を受講できること
を願っている。これからも、広報を中心に課題解決を模
索しつつ、将来も本活動を継続してゆくために新潟にお

ける基盤づくりが必要と考えている。
　最後に、講師および運営ボランティアとして本活動を
支えてこられた新潟地域の方々等（氏名、現所属または
当時、職位・敬称等は省略、順不同）を紹介する。松野
正知（新潟県立吉田病院）、上原由美子（新潟市民病院）、
小谷スミ子、早崎治明、高木幸子、原　崇、山口智子、
教育学部事務局、新潟大学地域連携フードサイエンスセ
ンター（新潟大学）、斎藤　裕、沼野みえ子、村松芳多
子、大学事務局（新潟県立大学）、さらに専門職として萱
場佳代、宗村直子、山口啓子、その他に成田美恵、長井
映子の各氏他、多数の方々・機関等である。なお、新潟
でのアレルギー大学の開催に関わった年数はそれぞれ人
によって異なる。筆者からも、この場を借りて深謝の意
を表し、皆様の引き続きの協力をお願いしたい。
　また、新潟でのアレルギー大学の開催は、2011年度（第
6 期）から毎年名古屋市から新潟市まで通い続けられた
アレルギー支援ネットワークの中西里映子氏の熱い思い
と事務局の方々の多大な力によることを紹介して、本稿
を終える。
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